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平成２６年１０月３０日判決言渡 

平成２５年（行ケ）第１０３４０号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２６年９月１１日 

判       決 

    

       原          告   株式会社日本科学エンジニアリング 

        

       訴 訟 代 理 人 弁 護 士   尾 崎 英 男 

       同              今 田  瞳 

       訴 訟 代 理 人 弁 理 士   鈴 木 由 充  

   

       被          告   株式会社ケミカル山本 

    

       訴 訟 代 理 人 弁 理 士   奥 山 尚 一 

       同              有 原 幸 一 

       同              松 島 鉄 男 

同              河 村 英 文 

同              渡 辺 篤 司 

同              角 田 恭 子 

主        文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

 特許庁が無効２０１３－８０００６０号事件について平成２５年１１月１２日に

した審決を取り消す。 
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第２ 前提となる事実 

 １ 特許庁における手続の経緯等（争いがない。） 

 被告は，平成１３年９月１２日に出願され，平成２０年１１月２１日に設定登録

された，発明の名称を「含弗素乃至含弗素・酸素系被膜層を形成させたステンレス

鋼とその製造方法」とする特許第４２１８０００号（以下「本件特許」という。）の

特許権者である。 

 原告は，平成２５年４月１１日，特許庁に対し，本件特許の全ての請求項（請求

項の数２）について無効にすることを求めて審判の請求をした（無効２０１３－８

０００６０号事件）。被告は，平成２５年７月９日付けで，本件特許の特許請求の範

囲について訂正請求（以下「本件訂正」という。）を行った。特許庁は，審理の結果，

平成２５年１１月１２日，「本件訂正を認める。本件審判の請求は，成り立たない。」

との審決をし，その謄本を，同月２１日，原告に送達した。 

 ２ 特許請求の範囲 

 本件訂正後の本件特許の請求項１及び２に係る特許請求の範囲の記載は，次のと

おりである（乙１。以下，請求項１に係る発明を「本件特許発明１」，請求項２に係

る発明を「本件特許発明２」といい，これらを併せて「本件特許発明」という。ま

た，本件特許の明細書及び図面を併せて「本件明細書」という。）。 

 「【請求項１】 

 ステンレス鋼の表層部乃至その近傍に対し，含弗素水溶性塩類の水溶液の電気分

解による発生期状態の弗素若しくは弗素と酸素とをイオン状で拡散，浸透せしめる

ことにより，表層部に比べてＸ線光電子分析ＥＳＣＡ法によって６Åエッチング後

の表面について測定された弗素濃度が高くなった含弗素，酸素系被膜層を形成させ，

その被膜の作用効果によって該鋼種相応の耐食性特に塩素による耐孔食性をより向

上せしめたことを特徴とする含弗素乃至含弗素・酸素系被膜層を形成させたステン

レス鋼。 

【請求項２】 
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 請求項１記載のステンレス鋼の製造方法であって，ステンレス鋼を直流の陽極に，

又は交流の一極に，若しくは直流に交流を重ね合わせた交直重乗電流の陽極側に接

続し，他の電導性対極との間に，塩素，沃素，臭素を含まぬ他の有機或は無機酸若

しくはその水溶性塩類に弗酸若しくはそのナトリウム，カリウム，アンモニウム塩

の一種若しくは二種以上を配合添加した溶液を電解液とし，対抗する電極との間に

前記ステンレス鋼を介在せしめた状態で電解処理することにより，ステンレス鋼表

層に含弗素乃至含弗素・酸素系被膜層を形成させることを特徴とするステンレス鋼

の製造方法。」 

 ３ 審決の理由 

 審決の理由は，別紙審決書写しに記載のとおりである。その要旨は，①本件特許

発明１は，山﨑修の博士論文「ステンレス鋼の耐食性および不働態皮膜生成に及ぼ

すフッ化物イオンの影響に関する研究」（国立国会図書館受入日平成１２年６月１日）

（甲１の１。以下「甲１文献」という。）記載の発明（以下「甲１発明」という。）

と同一ではなく，甲１発明及び甲１文献記載の事項に基づいて当業者が容易に発明

をすることができたものでもない，本件特許発明１を引用する本件特許発明２につ

いても同様に甲１発明に基づく新規性又は進歩性欠如に係る無効理由はない，②本

件特許発明は，原告が引用するその他の引用文献（甲２，３）に記載の発明に基づ

いて当業者が容易に発明をすることができたものでもない，③本件特許の特許請求

の範囲の記載又は本件明細書の記載が特許法３６条６項１号若しくは同項２号又は

同条４項１号の記載要件に適合していないともいえないから，本件特許を無効とす

ることはできない，というものである。 

 ４ 甲１発明の内容並びに本件特許発明１との一致点及び相違点 

審決が認定した甲１発明の内容並びに甲１発明と本件特許発明１との一致点及び

相違点は，次のとおりである。 

  (1) 甲１発明 

 「Ｔｙｐｅ ３０４鋼の表層部乃至その近傍に対し，ｐＨ１．８～１３．２のフッ
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化物水溶液の定電位電解により発生したフッ素イオンを侵入せしめることにより，

含フッ素不働態皮膜を形成させ，その被膜の作用効果によって耐硫酸腐食性が優れ

る含フッ素不働態皮膜を形成させたＴｙｐｅ ３０４鋼。」 

 (2)  甲１発明と本件特許発明１との一致点 

「ステンレス鋼の表層部乃至その近傍に対し，含弗素水溶性塩類の水溶液の電気

分解による発生期状態の弗素若しくは弗素と酸素とをイオン状で拡散，浸透せしめ

ることにより含弗素，酸素系被膜層を形成させたステンレス鋼。」 

(3) 甲１発明と本件特許発明１との相違点 

ア 含弗素乃至含弗素・酸素系被膜層における弗素濃度について，本件特許発明

１では，表層部に比べてＸ線光電子分析ＥＳＣＡ法によって６Åエッチング後の表

面について測定された弗素濃度が高くなっているのに対し，甲１発明では，表面部

及び被膜層内部の弗素濃度分布が明らかでない点（以下「相違点１」という。）。 

 イ 含弗素乃至含弗素・酸素系被膜層の作用効果について，本件特許発明１では，

該鋼種相応の耐食性特に塩素による耐孔食性をより向上せしめたものであるのに対

し，甲１発明では，耐硫酸腐食性に優れたものではあるが，塩素による耐孔食性に

ついては不明である点（以下「相違点２」という。）。 

第３ 原告の主張 

 １ 取消事由１（本件特許発明１の新規性判断の誤り） 

 (1) 相違点１の認定の誤り 

 ア 相違点１に係る本件特許発明１の構成のうち，「Ｘ線光電子分析ＥＳＣＡ法に

よって…測定された」の部分は，不動態被膜内の組成分析の手段を規定しているが，

甲１発明でも，ＸＰＳ（Ｘ線光電子分光法）による不働態皮膜の解析が行われてい

るから，同部分は，相違点ではない。 

 イ また，相違点１に係る甲１発明の構成につき，「表面部及び被膜層内部の弗素

濃度分布が明らかでない」との審決の認定は誤っている。本件特許発明１は，「表層

部」と「６Åエッチング後の表面」とを比べて後者の弗素濃度が高いことのみを規



 5 

定しているところ，以下のとおり，甲１発明はこの点において同一である。 

(ｱ) 本件特許発明１について 

ａ まず，本件特許発明１の構成要件のうち，「６Åエッチング」との深さは，特

段の臨界的な意義があるものではなく，本件明細書記載の実施例でＥＳＣＡ法によ

り成分を測定した際の深さが，試料の表層部から６Åの深さであったためである。

そして，「６Åエッチング後の表面」とは，本件明細書の表１の記載によると，島津

製作所のＸ線光電子分析装置ＥＳＣＡ－８５０を用いて，「エッチング速度 約６０

０Å/min as Cr」の条件で，表層部から約６Åの深さのエッチングを行って得られ

た表面であるが，１分間に約６００Åのエッチング速度で表層部から６Åの深さだ

けエッチングをするための所要時間は０．６秒であり，正確に０．６秒間だけエッ

チングを行うように装置をコントロールすることは不可能であるから，本件特許発

明１において規定されている「６Å」とは，正確な数値ではない。また，ＥＳＣＡ

法では，試料表面から３０～４０Å位の深さまでに存在する弗素原子から放出さ

れる電子が観測されるところ，６Åというのは原子数個分の距離であるから，

「表層部」を測定した弗素原子のＥＳＣＡデータと，表層部から「６Åエッチ

ング後の表面」を測定した弗素原子のＥＳＣＡデータを観測しても，有意な違

いを検出することはほとんど不可能である。 

 ｂ また，ステンレス鋼の不動態被膜は，最上層が多量の炭素を含む「炭化水素

の汚染層」となっている。本件明細書の表２の元素の存在割合のデータを見ると，

実施例３の試料③では「表層」の炭素割合が３８，実施例４の試料④では「表層」

の炭素割合が４３，実施例５の試料⑤では「表層」の炭素割合が４４であり，「表層」

に非常に多くの炭素が含まれている。さらに，「約６Åエッチング後」についてみて

も，実施例３の試料③では炭素割合が１４，実施例４の試料④では炭素割合が２０，

実施例５の試料⑤では炭素割合が１９であるから，多くの炭素が含まれている。こ

のデータと，ステンレス鋼自体には炭素は僅かしか含まれていないこと，ステンレ

ス鋼の表面に形成される不動態被膜である「酸素系被膜」には炭素は含まれないこ
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と，「炭化水素の汚染層」は，ステンレス鋼に対して電気分解によって不動態被膜を

形成した後に，炭化水素の汚れが付着したものであることからすれば，炭素の存在

割合が２０ないし５０％になる表２のデータは，実際には電気分解によって形成さ

れた「含弗素，酸素系被膜層」を観察したものではなく，表２の「表層」も「約６

Åエッチング後の表面」も，ともに「炭化水素の汚染層」の一部であるというべき

である。 

なお，「炭化水素の汚染層」が存在することは，Ｘ線光電子分光法による表面分析

ではよく知られており（甲１７の６０頁），また，Fe-Cr 合金についてＸ線電子分光

法による解析をした論文には，表面の酸化層２．６ｎｍの上に３Åの汚染層が見積

もられたと記載されている（甲１８）。 

(ｲ)  甲１発明について 

一方，甲１発明において，不働態皮膜は，炭化水素の汚染層，Cr の水酸化物層，

Fe と Cr の混合酸化物層の３層からなっているが，甲１文献では，炭化水素の汚染

層を含まない，Cr の水酸化物層と，Fe と Cr の混合酸化物層について記載している。

そして，甲１文献には，電気分解の弗素化合物を含む水溶液のｐＨが１．８の場

合と８．６の場合に，不働態皮膜内にＦ－が侵入しており，それぞれの場合につ

いて，不働態皮膜の組成，皮膜の厚さのデータが記載されている。 

 ａ まず，ｐＨ１．８の場合（図５－２４）は，電界電位が０．４Ｖの時に，

水酸化物層の皮膜の厚さは，１．０ｎｍ（１０Å）である。甲１文献によると，

皮膜内Ｆ－量の増減は水酸化物層の皮膜厚さに対応している。 

前記(ｱ)ｂによれば，本件特許発明１の「表層部」は「汚染層の表層」である

と解されるから，甲１発明の不働態皮膜の「汚染層の表層」と対応する。そし

て，本件特許発明１では，「６Åエッチング後」の弗素濃度が，「汚染層の表層」

の弗素濃度より高いとされているところ，甲１発明の上記ｐＨ１．８の場合は，

水酸化物層の厚さが１．０ｎｍ（１０Å）あり，この水酸化物層がＦ－を含んで

いることを記載している。特定の深さの表面における弗素濃度は測定不可能で
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あるから，甲１発明では，被膜内に含まれている弗素の総量を示している。 

前記(ｱ)ａのとおり，本件特許発明１が規定する「表層部」と「６Åエッチン

グ後」の弗素濃度の大小関係については，その根拠となる本件明細書の表２の

ＥＳＣＡデータの「６Å」という深さが実際には正確な数値とは言えず，また，

「表層」と「約６Åエッチング後」の元素の存在割合のデータが明確に区別で

きるものではないことを考慮すれば，甲１発明の弗素濃度の記載と，本件特許

発明１の弗素濃度の記載の間に，特段の違いが存在すると考える合理性はない。 

ｂ 次に，ｐＨ８．６の場合（図５－２５）は，電界電位が０．８Ｖの時に，

水酸化物層の皮膜の厚さは薄いが，皮膜内Ｆ－量がピークを示している。そうす

ると，ｐＨ８．６の場合も，ｐＨ１．８の場合と同様に，甲１発明の水酸化物

層における弗素の侵入の記載と，本件特許発明１の弗素濃度の記載の間に，特

段の違いが存在すると考える合理性はない。 

c  また，甲１発明において，表層部から６Åだけ深い位置における，ＥＳＣ

Ａ法によって測定した弗素濃度が，表層部の弗素濃度より「高くなって」いること

は，甲１の図５－２４のグラフで，水酸化物層において弗素原子が多く含まれてい

ることにより示されている。 

(ｳ)  そもそも，本件特許発明１は，「弗素化合物を含む水溶液で電気分解する

ことにより弗素を含む不動態被膜が形成されたステンレス鋼」であることを構成要

件とする発明であり，「表層部」と「６Å深さ」の弗素濃度の大小関係や，塩素によ

る耐孔食性を向上せしめる作用効果は，上記構成によって生じる結果に過ぎない。

すなわち，本件特許発明１には，含弗素水溶性塩類の水溶液を電気分解することし

か人為的に操作可能な構成要件が存在せず，それ以外の構成要件は，すべて同電気

分解をしたことの結果として記載されており，人為的に制御できないものである。

そして，仮に本件特許発明１に規定されている弗素濃度の大小関係が正しいとすれ

ば，甲１発明も，「弗素化合物を含む水溶液で電気分解することにより弗素を含む

不動態被膜が形成されたステンレス鋼」である点で本件特許発明１と同一の構成
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であるから，同構成の効果として生じる弗素濃度の大小や，塩素による耐孔食

性の向上に関しては，本件特許発明１も，甲１発明も，当然に同じになる。 

被告は，甲１文献の５．４節において登場しているｐＨや定電位電解の電圧

の条件を変えた処理を行ったステンレス鋼のいずれにおいても，「表層部」と「６

Å深さ」の弗素濃度の大小関係や，塩素による耐孔食性を向上せしめる作用効

果は明らかとなっていないなどと主張する。しかし，本件特許発明１は，フッ

素化合物を含む水溶液のｐＨや電気分解の電圧を構成要件として限定し，その

条件下での電気分解によって形成される不動態被膜について弗素濃度の大小関

係や耐孔食性の作用効果を規定しているわけではない。すなわち，本件特許発

明１と甲１発明では，制御可能な構成要件要素において違いがないのであるか

ら，甲１文献の５．４節に記載されているステンレス鋼も，必然的に導かれる

同一の構成となっていると解される。 

したがって，本件特許発明１と甲１発明の間に相違点１に係る相違は存在し

ない。 

(2) 相違点２の認定の誤り 

ア 審決は，相違点２について，甲１発明の塩素による耐孔食性は不明であると

認定した。しかし，甲１文献にかかる効果が明記されていなくても，ステンレス鋼

の作用効果は，本件特許発明１と同一の構成によって必然的に生じるものであり，

上記(1)のとおり，甲１発明が本件特許発明１と同じ構成を備えている以上，作用効

果についても本件特許発明１と一致する。したがって，相違点２の認定は誤りであ

る。 

 イ 甲１文献には塩素による耐孔食性の作用効果の記載もある。すなわち，甲１

文献の第５章は，「フッ化物水溶液中で生成した不働態皮膜の耐食性」と題し，５．

２節では，微量フッ化物含有ＨＮＯ３不働態化処理におけるＴｙｐｅ３０４ステン

レス鋼の耐孔食性向上効果について記載し，５．３節では，二段硝酸不働態化処理

によるＴｙｐｅ３０４ステンレス鋼の耐孔食性向上効果について記載し，５．４節
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では，フッ素化水溶液中においてＴｙｐｅ３０４ステンレス鋼に生成した不働態化

皮膜の耐硫酸腐食性について記載している。５．４節は電気分解によって生じた不

働態化皮膜に関する記載であるが，その効果として，耐孔食性向上効果ではなく，

耐硫酸腐食性について記載しているのは，硫酸中での自己活性化時間の測定を行っ

たので，その結果得られたデータが耐硫酸腐食性を示すデータであったにすぎない。

５．２節及び５．３節では，孔食電位測定を行ったので，耐孔食性を示す結果が得

られている。甲１文献に接する当業者は，電気分解によって生じた不働態化皮膜に

は耐硫酸腐食性はあるが，耐孔食性はないとは理解しない。５．２ないし５．４節

の記載は，不働態化皮膜の形成方法は異なっても，いずれも，甲１文献の第５章の

表題が示すように，「フッ化物水溶液中で生成した不働態皮膜の耐食性」に関する記

載であり，どの方法で形成された不働態化皮膜も，耐孔食性と耐硫酸腐食性を有し

ていると理解されるものである。 

２ 取消事由２（本件特許発明２についての判断の誤り） 

本件特許発明１に関する理由と同様の理由により，本件特許発明２について

の審決の認定判断も誤りである。 

第４ 被告の反論 

 １ 取消事由１（本件特許発明１の新規性判断の誤り）について 

 (1) 相違点１の認定の誤りについて 

 ア 原告は，相違点１のうち「Ｘ線光電子分析ＥＳＣＡ法によって・・・測定さ

れた」の部分は相違点ではないと主張する。しかし，本件特許発明１では，Ｘ線光

電子分析ＥＳＣＡ法によって表層部と６Åエッチング後の表面との弗素濃度を比較

しているのに対し，甲１発明では，（株）リガク製ＸＰＳ－７０００スペクトロメー

ターを使用し，スパッタリングは行わず，スペクトル分離のみにより組成及び皮膜

厚さを検討している。 

 したがって，本件特許発明１と甲１発明とでは，測定方法がＸ線光電子分光法で

共通するとしても，測定内容が異なるのであるから，測定方法と測定内容とを分け
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て相違点を判断するべきではなく，審決の相違点１の認定に誤りはない。 

 イ(ｱ)ａ 原告は，本件特許発明１の弗素濃度の特定に関し，本件明細書の表２

のＥＳＣＡデータの「６Å」という深さが実際には正確な数値とはいえず，ま

た，明確に区別できるデータではないと主張する。 

 しかし，本件明細書においては，分析装置としてＸ線光電子分析装置ＥＳＣ

Ａ－８５０を使用したところ（本件明細書の表１），エッチング時間を０．０１

ｍｉｎと設定すれば，６Åのエッチングが可能である。そして，実質的に６Å

のエッチング後のＥＳＣＡ分析の測定結果が得られている（本件明細書の表２）。

例えば，表２において，比較例に相当する①，②と，実施例に相当する③～⑤

を比べると，実施例の約６Åエッチング後のＦの元素存在割合が増えている。

その一方で，実施例と比較例とで，Ｃｒの元素存在割合に明らかな相違は認め

られない。このように，この表２をみれば，「表層部」と「６Åエッチング後の

表面」で，ＥＳＣＡによるデータに明確な違いが現れていることは明らかであ

る。なお，「エッチング時間を０．０１ｍｉｎと設定すれば，６Åのエッチング

が可能である」こと及び「実質的に６Åのエッチング後のＥＳＣＡ分析の測定

結果が得られている」ことは，審決の特許法３６条６項２号（明確化要件）に

ついての判断にも記載されており，原告も争っていないのであるから，原告の

主張は失当である。 

 ｂ 原告は，ステンレス鋼の不動態被膜は，最上層が多量の炭素を含む「炭化水

素の汚染層」となっており，本件明細書の表２の「表層」と「約６Åエッチング後

の表面」は，いずれも多量の炭素を含む炭化水素の汚染層であると主張する。し

かし，甲１文献には，「本研究では，不働態皮膜が表面から順に，炭化水素の汚染層，

Ｃｒの水酸化物層，ＦｅとＣｒの混合酸化物層とする３層モデルを仮定した。」との

記載がされており，同モデルは，甲１文献の筆者が，同研究の限りにおいて仮定し

たものにすぎず，原告の主張の根拠となり得ないし，同モデルのうちの汚染層を本

件特許発明１に当然に当てはめることもできない。 
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 (ｲ)ａ 原告は，甲１文献について，ｐＨ１．８の場合は，水酸化物層の厚さが１．

０ｎｍ（１０Å）であり，この水酸化物層がＦ－を含んでいることを記載しており，

甲１発明の弗素濃度の記載と，本件特許発明１の弗素濃度の記載の間に特段の違い

が存在すると考える合理性はないと主張する。 

 しかし，甲１文献には，「図５－２４の結果から，水酸化物層の皮膜厚さの増減と

Ｆ－量の増減には対応が認められ，Ｆ－は水酸化物層に侵入するものと考えられた。」

との記載が認められるのであって，「水酸化物層がＦ－を含んでいる」ことは，甲１

文献の筆者が考察したことにすぎず，確認されていないし，実験結果からも明らか

となっていないのであるから，原告の主張は理由がない。 

 ｂ 原告は，ｐＨ８．６の場合は，電解電位が０．８Ｖの時に，水酸化物層の皮

膜の厚さは薄いが，皮膜内Ｆ－量がピークを示しているから，ｐＨ８．６の場合も，

ｐＨ１．８の場合と同様に，甲１発明の水酸化物層における弗素の侵入の記載と，

本件特許発明１の弗素濃度の記載の間に特段の違いが存在すると考える合理性はな

いと主張する。 

 しかし，ｐＨ８．６，０．８Ｖの条件において，皮膜内Ｆ－量が上昇したことに

ついて，甲１文献の著者は，「過不働態溶解により電極表面と溶液との界面において

金属イオン濃度が上昇し，電気的中性を保つためにフッ化物イオンが沖合から界面

へ移動して，界面においてフッ化物塩が生成したためと考えられた。実際に０．６

Ｖまでの電解電位では電解終了後の電極表面には金属光沢が残っていたが，０．８

Ｖでは茶色の生成物が生じていた。１．０Ｖでは０．８Ｖと同様に電解終了時には

電極表面に茶色の生成物が生じていたが，蒸留水洗浄で剥離し除去された。このた

めに０．８Ｖで生成した不働態皮膜の皮膜内Ｆ－量が上昇し，１．０Ｖでは低下し

たものと考えられた。」と考察している（甲１の８６頁５行～１１行）。この記載か

ら，ｐＨ８．６，０．８Ｖの条件では，表面にフッ化物塩と考えられる茶色の生成

物が生じており，この生成物は蒸留水洗浄により簡単に剥離することができるもの

であることが理解できる。生成物が除去されたｐＨ８．６，１．０Ｖの条件におい
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て，Ｆ－はほとんど検出されていないことから（甲１の図５－２５上図），ｐＨ８．

６，０．８Ｖの条件において，皮膜内にＦ－はほとんど存在しないと考えられる。

このように，ｐＨ８．６の場合の結果は，ｐＨ１．８の結果とは明らかに異なるこ

とから，両者の皮膜構造は異なり，「ｐＨ８．６の場合も，ｐＨ１．８の場合と同様

に，甲１発明の水酸化物層における弗素の侵入の記載と，本件特許発明１の弗素濃

度の記載の間に，特段の違いが存在すると考える合理性はない。」との原告の主張は

誤りである。 

 (ｳ) 原告は，本件特許発明１は，「弗素化合物を含む水溶液で電気分解すること

により弗素を含む不動態被膜が形成されたステンレス鋼」であることを構成要件と

する発明で，「表層部」と「６Å深さ」の弗素濃度の大小関係や，塩素による耐孔食

性を向上せしめる作用効果は，上記構成によって生じる結果に過ぎないと主張して

いる。しかし，原告は，「弗素化合物を含む水溶液で電気分解することにより弗素を

含む不動態被膜が形成されたステンレス鋼」であることが構成要件であれば，「表層

部」と「６Å深さ」の弗素濃度の大小関係や，塩素による耐孔食性を向上せしめる

作用効果が生じることを証明していない。 

また，例えば，甲１文献の５．４節記載のステンレス鋼は，「弗素化合物を含む水

溶液で電気分解することにより弗素を含む不働態皮膜が形成されたステンレス鋼」

という構成であると仮定しても，上記(ｲ)ｂのとおり，ｐＨ８．６，０．８Ｖの条件

では，「表層部」と「６Å深さ」の弗素濃度の大小関係が，上記構成により当然に生

じる結果とはなっていない。また，原告は，甲１文献の５．４節のうち，ｐＨ１．

８，－０．４Ｖの条件とｐＨ８．６，０．６Ｖ及び０．７Ｖの条件により処理した

不働態皮膜以外のものは，耐硫酸腐食性に優れた不働態皮膜とはいえないものと認

識して主張をしていると解されるところ，このことは，弗素化合物を含む水溶液で

定電位電解して弗素を含む不働態皮膜が形成されたとしても，耐腐食性が当然に付

与される被膜の構造となるのではないことを示している。さらに，「弗素化合物を含

む水溶液で電気分解することにより弗素を含む不働態皮膜が形成されたステンレス
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鋼」である点で同じであるとしても，電気分解における水溶液のｐＨや定電位電解

の電圧によって，弗素濃度が異なるのは，甲１の図５－２４ないし図５－２６のＦ

－の積分強度の結果をみれば明らかである。 

したがって，本件特許発明１と甲１発明も当然に同じ弗素濃度になるとはいえず，

甲１発明は，本件特許発明１と相違する。 

 (2) 相違点２の認定の誤りについて 

 前記(1)イ(ｳ)のとおり，弗素化合物を含む水溶液で定電位電解することにより弗

素を含む不働態皮膜が形成されたとしても，耐腐食性が当然に付与される構造とな

るものではない。そのため，塩素による耐孔食性を向上せしめる作用効果が明らか

となっていない甲１発明が，塩素による耐孔食性が当然に向上している構造を生じ

るとはいえない。原告は，本件無効審判において，審判官から，甲１発明において

耐孔食性の効果が得られるか否かについて論理的に説明するか，又は実験的に証明

すべき機会を与えられたにもかかわらず，これを明らかにしなかったものであり，

相違点２についての審決の認定に誤りはない。  

 ２ 取消事由２（本件特許発明２についての判断の誤り）について 

 本件特許発明１についての原告の主張が理由がないことは上記１のとおりで

あり，本件特許発明２についての原告の主張も理由がない。 

第５ 当裁判所の判断 

 当裁判所は，原告の各取消事由の主張にはいずれも理由がなく，審決にはこれを

取り消すべき違法はないものと判断する。その理由は，以下のとおりである。 

１ 取消事由１（新規性判断の誤り）について 

(1) 本件特許発明１について 

ア 本件明細書（甲１１，乙９）によれば，本件特許発明１について，次の内容

が認められる。 

 (ｱ) 従来，ステンレス鋼の耐食性は，ステンレスの鋼種に応じた各合金成分自身

の耐食性によるものではなく，その製造工程において，熱濃硝酸の溶液中に一定時
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間浸漬する不動態化処理により，その表面に生成させたÅ単位（１０－１ｎｍ）の極

めて薄い含酸素系不動態化被膜の作用効果によるものであった。ところが，このよ

うなステンレス鋼の不動態化被膜も，ハロゲン元素，特に塩素イオン（Ｃｌ－）を

含む環境下においては，ピット状の異状腐食が発生し，また，これに外部からの応

力がかかった状態，あるいは，応力が残留した状態では，異状腐食や応力腐食割れ

などの孔食が発生し，特にオーステナイト系ステンレス鋼にとっては，致命傷とな

っていた（【０００２】）。 

 一方，孔食の発生防止対策としては，環境因子としては，接触する溶液の組成，

ｐＨ，温度などを改善するという間接的手段や，冶金的因子としては，合金元素の

添加，あるいは溶接などの熱影響部に対しては熱処理として溶体化処理を施すこと

などが，対策として講じられてはいるものの，いずれもステンレス鋼自体に係わる

具体的かつ抜本策とはいい難く，その画期的防止対策の必要性が強く望まれてきた

（【０００２】）。 

 (ｲ) 本件特許発明１は，ステンレス鋼の合金成分を変更したり，冶金的な加熱処

理のように煩雑な処理を施すことなく，既存のステンレス鋼の表面に対し，酸素の

ほかに新規な弗素系の耐食性被膜層を形成させることにより，従来の酸素系不動態

化膜の欠点を補って，耐食性，特に耐孔食性の大幅な改善と，孔食個所を起点とし

て発生する異状腐食や応力腐食割れの防止を計ったステンレス鋼を提供することを

目的とするものであり（【０００３】），その解決手段として，処理すべきステンレス

鋼を，直流の陽極に又は直流に交流を重ね合わせた交直重乗電流の陽極側か若しく

は交流電源の一極側に接続した状態で，弗酸若しくはそのナトリウム，カリウム，

アンモニウム塩を適宜配合添加した溶液からなる電解液中に浸漬し，難溶性電極を

対極として対向せしめた状態で通電することにより，該ステンレス鋼の表面に対し

弗素イオンを拡散，浸透させるものであり，これにより，その組成や形状について

は未だ明らかではないが，弗素として表面層から数十Å程度の内部にまで浸透させ，

耐食性に優れた被膜層を形成させたものである（【０００４】）。 
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(ｳ) 本件特許発明１は，電気化学的手法により，ステンレス鋼表面乃至その近傍

に対し，含弗素乃至含弗素・酸素系被膜層を形成させることにより，従来極めて困

難視されていた耐塩素孔食性を飛躍的に改善することができ，また，オーステナイ

ト系ステンレス鋼の欠点とされている，異状腐食や応力腐食割れの防止柵を改善す

ることができるステンレス鋼を提供できるという効果を奏する（【０００７】）。 

イ 本件明細書（【０００６】）には，実施例として，以下の記載がある（本件明

細書の表２は，別紙１のとおり）。 

「【０００６】 

【実施例】以下に記述する実施例中の素材はすべてオーステナイト系の中でも最

も代表的なステンレス鋼種のＳＵＳ３０４の２Ｂ材を用いた。 

表１は，下記の各実施例に於ける各試片のＸ線光電子分析ＥＳＣＡ法による各元

素分析の諸条件を示すものであり，対象元素としては何れもＦ，Ｏ，Ｃ，Ｆｅ，Ｃ

ｒ，Ｎｉについて，夫々最表層部と６Åエッチング後の表面について測定を行い，

その内のＦとＯの光電子スペクトルの変化を取纏めて図１に示した。また表２は，

各試片毎の前記各元素のピーク面積と感度係数とから簡易的に求めた各元素の存在

割合を示したものである。 

実施例１．（比較例）（略） 

実施例２．（比較例）（略） 

実施例３． 

そこで本発明方法による実施例として，電解液として，硫酸ソーダ１５％にクエ

ン酸を５％，さらに弗化ナトリウムを０．５％添加した水溶液を電解液とし，電源

器としては直流電源の陽極電圧を１５Ｖとし，これにさらに交流の１７Ｖを重ね合

せた交直重乗電流とし，処理すべき前述のＳＵＳ３０４の２Ｂ材をこれに接続，他

の陰極側には黒鉛を接続して電解液中に対立せしめ３分間通電して電解処理した。 

終了後引上げて前記比較例と全く同様にＥＳＣＡ分析を行ったところ，図１並び

に表２の各試料▲３▼に示す如く，表層部に於ては勿論，６Åエッチング面に於て
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は更に多量のＦが検出され，可成り深部にまでＦが拡散，浸透していることを示し，

O もこれに伴って富化されていることが確認され，不動態化電位も約０．６５Ｖ，

維持時間も６０秒まで上昇が認められた。 

実施例４． 

実施例３に於ける電源器を単純な直流電源の陽極に代え，他は全く同様な条件で

電解処理した結果，（略），Ｆについては表層部では実施例３と同等で，６Åエッチ

ング面では稍々低下しているものの，同様に多量のＦが浸透していることが確認さ

れ，・・・（略）・・・た。 

実施例５． 

実施例３に於ける電源器を交流電源に代えて，他は全く同様な条件で電解処理し

た結果，（略），Ｆについてはバックグラウンド値と同じであるが，６Åエッチング

後の面では可成りの高い値を示しており，・・・（略）。 

実施例６． 

上述の実施例（比較例）１と２，並びに本発明の実施例３，４，５の各条件に基

づいて夫々処理して作製した別の試料▲１▼′，▲２▼′，▲３▼′，▲４▼′，

▲５▼′について，夫々を塩化第二鉄の１０％水溶液を用いる孔食試験法に基づい

て，２時間浸漬処理した後の孔食試験結果は，▲１▼′と▲２▼′とについては平

方センチメートル当り５乃至６個の孔食発生が認められたが，本発明の実施例３，

４，５に基づく試料▲３▼′，▲４▼′，▲５▼′については何れも孔食は全く認

められず，完全な耐塩素孔食性のあることが確認された。」 

(2) 甲１発明について 

ア 甲１文献は，ステンレス鋼の耐食性及び不働態皮膜生成に及ぼすフッ化物イ

オンの影響に関する研究についての論文であり，弗化物水溶液中において生成した

不働態皮膜の耐食性を調べるために行われた各種実験の内容及び考察が記載されて

いる。そして，そのうち第５章４節では，Ｔｙｐｅ３０４ステンレス鋼を，ｐＨ１．

８～１３．２の弗素化合物水溶液中において定電位電解した後，硫酸中での自己活
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性化時間の測定とＸＰＳによる表面皮膜解析を行い，耐硫酸耐食性が優れる不働態

皮膜の生成に及ぼす電解電位とｐＨの影響について検討した内容が記載されてい

る。 

イ 甲１発明は，甲１文献の第５章４節記載の実験により生成された，耐硫酸腐

食性が優れる含弗素不働態皮膜を形成させたＴｙｐｅ３０４鋼であるところ（前記

第２の４(1)のとおり），甲１文献の第５章４節記載の実験方法の詳細及び結果並び

に筆者の考察は，以下のとおりのものであると認められる（甲１）。 

 (ｱ)  蒸留水，弗酸（ＨＦ）水溶液，弗化ナトリウム（ＮａＦ），水酸化ナトリウ

ム（ＮａＯＨ）の特級試薬を用いて，全弗化物濃度を０．５ｋｍｏｌ・ｍ－３に固定

し，ｐＨを１．８～１３．２に変化させた６種類の試験溶液を調製する。そして，

Ｔｙｐｅ３０４ステンレス鋼からなる試験片に，湿式機械研磨，蒸留水洗浄を施し，

その試験片の端部にＴｙｐｅ３０４ステンレス鋼のリード線をスポット溶接し，そ

の上で，白金（Ｐｔ）板を対極として，同試験片の下部を上記試験溶液に浸漬し，

直後に一定電位に保持して，定電位電解を行う。定電位電解は，電位域を自然腐食

電位から１．０Ｖまでとし，電解時間を３０分とし，溶液温度３０℃に保持して行

う。（甲１の７８，７９頁） 

(ｲ)  定電位電解後，試験片からリード線を取り外し，蒸留水洗浄，大気乾燥を施

し，その後，ＸＰＳ（Ｘ線光電子分光法。ＥＳＣＡ）により，試験片表面に生成し

た不働態皮膜の組成及び皮膜厚さを測定する（甲１の７９頁）。 

(ｳ)  ＸＰＳによる測定の装置及び測定の手順は第５章２節と同様であり，装置に

は（株）リガク製ＸＰＳ－７０００スペクトロメーターを用い，測定に際して，ス

パッタリングは行わず，スペクトル分離により組成及び皮膜厚さを検討した（甲１

の７９頁，６０～６１頁）。 

また，ＸＰＳによる不働態皮膜の厚さ，組成についての解析も，第５章第２節と

同様の方法を用いており，弗素の定量に関しては，弗素の皮膜中深さ方向の分布及

び存在状態が不明であるため，定量計算は行わず，皮膜中の弗素イオン（Ｆ－）含
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有量として，Ｆ１ｓスペクトルの積分強度を示した（甲１の８３頁，６４～６５頁）。 

(ｴ) 実験結果については，不働態皮膜について，表面から順に，炭化水素の汚染

層，クロム（Ｃｒ）の水酸化物層，鉄（Ｆｅ）とクロムの混合酸化物層とする３層

モデルを仮定して，解析した。実験の結果は次のとおりであった（甲１の８３～８

４頁）。 

① ｐＨ１．８の試験溶液を用いた場合（図５－２４。別紙２のとおり）では，

鉄とクロムの混合酸化物層の皮膜厚さは，電解電位には関係なく，０．５ｎｍ程度

であるが，クロムの水酸化物層の皮膜厚さは，電解電位の上昇とともに増加して，

０．４Ｖでピークを示し，およそ１．０ｎｍであり，また，皮膜内弗素イオン量の

増減は，クロムの水酸化物層の皮膜厚さと対応しており，０．４Ｖでピークを示し

た。 

② ｐＨ８．６の試験溶液を用いた場合（図５－２５）では，鉄とクロムの混合

酸化物層の皮膜厚さは，０．８Ｖで急激に低下して最低値を示した。クロムの水酸

化物層の皮膜厚さは，ｐＨ１．８で生成した不働態皮膜の水酸化物層と比較して非

常に薄く，０．８Ｖまではほぼ一定であるが，０．８Ｖから増加し，また，鉄とク

ロムの混合酸化物層の皮膜厚さが最低値を示す０．８Ｖにおいて，皮膜内弗素イオ

ン量がピークを示した。 

③ ｐＨ１３．２の試験溶液を用いた場合（図５－２６）では，不働態皮膜内に

弗素イオンは全く認められなかった。また，水酸化物層の皮膜厚さはｐＨ１．８で

生成した不働態皮膜の水酸化物層に比べて非常に薄かった。 

(ｵ) 実験（図５－２４）の結果，クロムの水酸化物層の皮膜厚さの増減と弗素イ

オン量の増減には対応が認められ，弗素イオンはクロムの水酸化物層に侵入するも

のと考えられると考察された（甲１の８５頁）。 

(3) 相違点１の認定誤りについて 

ア 本件特許の請求項１によれば，相違点１に係る本件特許発明１の含弗素，酸

素系被膜層の構成は，「表層部」と「（表層部から）６Åエッチング後の表面」のそ
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れぞれについてＸ線光電子分析ＥＳＣＡ法により測定した場合に，前者よりも後者

の弗素濃度が高い，というものである。ＥＳＣＡ法とは，試料表面以下数ｎｍ（数

１０Å）程度の深さまでの間に存在する元素の種類や量を測定することができる方

法であるから（甲６），上記構成は，すなわち，「表層部の表面から数１０Å程度の

深さまでの間に存在する弗素の濃度（測定対象に存在する全元素の量に対する弗素

の存在割合）」よりも，「６Åエッチングされた後の表面から数１０Å程度の深さま

での間に存在する弗素の濃度」の方が高いというものである。 

イ 一方，前記(2)イ(ｳ)によれば，甲１発明においては，スパッタリングを行わ

ずに，ＸＰＳ（Ｘ線光電子分光法。ＥＳＣＡ）により，表層部からのみ不働態皮膜

の組成及び皮膜の厚さを測定しており，そもそも表層部からエッチングをしたり，

エッチング後の表面についてＸＰＳによる測定はしていない上，表層部からも，被

膜内の弗素の総量を測定するのみで，弗素濃度を測定していないから，甲１発明に

おいて，表層部よりも，表層部から６Åエッチングした後の表面から測定した場合

の方が弗素濃度が高くなっていることを直接証する実験結果の記載はない。また，

原告は，甲１発明の含弗素・酸素系皮膜層の表層部から６Åエッチングした後の表

面がそのような弗素濃度を有することを証するための再現実験も行っていない。 

ウ この点，甲１文献には，前記(2)イ(ｴ)のとおり，ｐＨ１．８とｐＨ８．６の

試験溶液を用いて生成した不働態皮膜内には弗素の存在が認められたこと，不働態

皮膜について，表面から順に，炭化水素の汚染層，クロムの水酸化物層，鉄とクロ

ムの混合酸化物層とする３層モデルを仮定して解析したところ，ｐＨ１．８，電解

電位０．４Ｖで定電位電解することにより形成した不働態皮膜については，鉄とク

ロムの混合酸化物層の皮膜厚さは，０．５ｎｍ（５Å），クロムの水酸化物層の皮膜

厚さは，およそ１．０ｎｍ（１０Å）であること，皮膜内弗素イオン量の増減はク

ロムの水酸化物層の皮膜厚さと対応していること，したがって，その弗素は，クロ

ムの水酸化物層に侵入すると考えられることが記載されている。 

 しかし，上記のような３層モデルを前提としても，ＥＳＣＡ法が，前記のとおり
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試料表面以下数１０Å程度の深さまでの間に存在する元素の種類や量を測定する方

法であることを踏まえると，甲１発明において，「表層部」からよりも「（表層部か

ら）６Åエッチング後の表面」からＥＳＣＡ法で測定した場合の弗素濃度の方が高

いということを証するためには，最上層である「炭化水素の汚染層」の厚さや，そ

の中に含まれる弗素の量，さらには「炭化水素の汚染層」や「水酸化物層」内にお

ける弗素の厚さ方向の濃度分布を把握する必要があるところ（例えば，仮に甲１発

明の炭化水素の汚染層が６Åよりも薄いのであれば，６Åエッチングした後の表面

は水酸化物層の中の一部ということになり，炭化水素の汚染層にも弗素が存在する

かどうかやその量のほか，水酸化物層中の弗素が，同層内に均等に侵入しているの

か，それともエッチングにより取り除かれる水酸化物層と炭化水素の汚染層との境

界付近に多く存在するのかという厚さ方向の濃度分布によって，６Åエッチングし

た後の表面からのＥＳＣＡ法による弗素濃度の測定結果の方が，表層からのそれよ

りも高いかどうかは異なることになる。），甲１文献によっても，これらの事実はす

べて不明である。 

 したがって，甲１文献の記載によっても，甲１発明の不働態皮膜において，ＸＰ

Ｓによって測定された弗素濃度が，表層部に比べて，６Åエッチング後の表面のほ

うが高くなっているのかどうかは，不明であるというほかなく，他にこれを認める

に足りる証拠はない（なお，「Ｆｅ－Ｃｒ合金において表面偏析および大気酸化によ

り形成した表面層の角度分解ＸＰＳ解析」（甲１８）と称する論文には，鉄－クロム

合金の表面の酸化層の上に，０．３ｎｍ（３Å）程度の汚染層が存在することが記

載されている。しかし，原告も，甲１発明の炭化水素の汚染層の厚みが，上記論文

の汚染層の厚みと同一であると主張するものではないし，甲１発明と上記論文の合

金とは，その成分組成も酸化層の形成方法も異なるから，上記記載をもって，甲１

発明の炭化水素の汚染層の厚さが０．３ｎｍ（３Å）であると認めることもできな

い上，仮に３Åであるとしても，６Åエッチングした後の表面からのＥＳＣＡ法に

よる測定結果の方が，表層からの測定結果よりも高いとは限らないことは，前記の
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とおりである。）。 

 エ 以上によれば，甲１発明が，「表層部に比べてＸ線光電子分析ＥＳＣＡ法によ

って６Åエッチング後の表面について測定された弗素濃度が高くなった含弗素，酸

素系被膜層」を備えていると認めることはできないから，本件特許発明１と甲１発

明との間に相違点１があるとの審決の認定が誤りであるとは認められない。 

 (4) 原告の主張について 

 ア 原告は，正確に「６Å」だけエッチングするのは不可能であるから，本件特

許発明１において規定されている「６Å」との数値が正確とはいえないこと，また，

６Åというのは原子数個分の距離であるから，「表層部」を測定したＥＳＣＡデータ

と，表層部から「６Åエッチング後の表面」を測定したＥＳＣＡデータとは明

確に区別できるデータではないことを考慮すれば，甲１発明の弗素濃度の記載と，

本件特許発明１の弗素濃度の記載との間に，特段の違いは存在しないと主張する。 

 しかし，そもそも「６Å」だけエッチングすることが不可能であるとの原告の主

張については，何ら裏付けとなる資料が提出されておらず，これを認めることがで

きない。また，この点を措くとしても，本件訴訟においては，特許請求の範囲又は

本件明細書の記載要件ないし実施可能要件が争われているのではなく，これらの記

載を前提として，本件特許発明１の新規性（引用発明との相違点の有無）の有無が

争点となっているのであるから，かかる争点の判断の上では，本件特許の特許請求

の範囲の記載内容自体が明確性を欠く場合を除き，同特許請求の範囲に記載された

とおりの内容を前提として本件特許発明１の構成を認定するべきである。そして，

本件特許の請求項１の特許請求の範囲には，「表層部に比べてＸ線光電子分析ＥＳＣ

Ａ法によって６Åエッチング後の表面について測定された弗素濃度が高くなった含

弗素，酸素系被膜層」と記載されているところ，同記載された文言自体の意味は明

確であるから，そうであるにもかかわらず，「６Åエッチング」をすることが客観的

に不可能であることや，弗素濃度の大小を比較することができないことを前提とし

て，本件特許発明１の内容を解釈し，甲１発明との間に相違点がないとする原告の
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主張は，その前提において誤っており，採用することができない。 

イ 原告は，本件特許発明１において，表層部から６Åだけ深い位置における，

Ｘ線光電子分析ＥＳＣＡ法によって測定した弗素濃度が，表層部の弗素濃度より「高

くなっている」ことは，甲１文献の図５－２４のグラフで，水酸化物層において，

弗素が多く含まれていることにより示されていると主張する。 

 しかし，前記(2)イ(ｴ)①のとおり，図５－２４のグラフ（別紙２）には，ｐＨ１．

８の試験溶液内で生成した不働態皮膜においては，水酸化物層がもっとも厚いとき

に，皮膜内弗素がもっとも多いという結果が生じているという実験結果が示されて

いるのみである。仮に，このことをもって，弗素が水酸化物層に侵入しているとい

うことが考察できるとしても，前記判示のとおり，同不働態皮膜における「炭化水

素の汚染層」の厚さや，その中に含まれる弗素の量，さらには「炭化水素の汚染層」

や「水酸化物層」内における弗素の厚さ方向の濃度分布は不明であり，ＥＳＣＡ法

による測定では，表面から数十Å程度の深さまでの情報が得られることを踏まえる

と，上記グラフ記載のデータをもって，ｐＨ１．８の試験溶液内で生成した不働態

皮膜の弗素濃度が，表層部に比べて，６Åエッチング後の表面のほうが高くなって

いることが示されているとまで認めることはできない。したがって，原告の主張を

採用することはできない。 

ウ 原告は，本件特許発明１は，「弗素化合物を含む水溶液で電気分解することに

より弗素を含む不動態被膜が形成されたステンレス鋼」であることを構成要件とす

る発明であり，「表層部」と「６Åエッチング後」の弗素濃度の大小関係は，上記構

成によって生じる結果に過ぎないから，「弗素化合物を含む水溶液で電気分解するこ

とにより弗素を含む不動態被膜が形成されたステンレス鋼」である点で本件特許発

明１と同一の構成を有する甲１発明も，弗素濃度に関しては，本件特許発明１と当

然に同じになると主張する。 

 (ｱ) しかし，本件特許の請求項１の記載によれば，本件特許発明１は，「弗素化

合物を含む水溶液で電気分解することにより，弗素を含む不動態被膜が形成された
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ステンレス鋼」であることのみを構成要件とするものではなく，そのような電気分

解によって弗素と酸素とをイオン状で拡散，浸透せしめることにより，「表層部に比

べてＸ線光電子分析ＥＳＣＡ法によって６Åエッチング後の表面について測定され

た弗素濃度が高くなった含弗素，酸素系皮膜層を形成させた」ことをも構成要件と

するステンレス鋼である。本件特許の請求項１の特許請求の範囲の文言上，後者の

構成要件の記載が，前者の構成要件を備えるステンレス鋼すべてが当然に備える効

果としての趣旨でのみ記載されているものと解することはできず，同記載は，本件

特許発明１に含まれるステンレス鋼の範囲を，「表層部に比べてＸ線光電子分析ＥＳ

ＣＡ法によって６Åエッチング後の表面について測定された弗素濃度が高くなった」

という構成を有するものに限定するものと解される（なお，請求項１のうち，「表層

部に比べて約６Å深さの弗素濃度が高くなった」という構成は，本件特許の出願時

における請求項１〔「弗素若しくは弗素と酸素とをイオン状で拡散，浸透せしめるこ

とにより，含弗素，酸素系被膜層を形成させ・・たことを特徴とする含弗素乃至含

弗素・酸素系被膜層を形成させたステンレス鋼」〕に係る発明は，特開昭６２－２９

４２００号公報に記載された発明と同一であるとの理由で拒絶理由を通知されたこ

とを受けて，補正により加えられたものであり〔甲１５，乙３。「約６Å深さ」は，

その後の本件訂正により，さらに「Ｘ線光電子分析ＥＳＣＡ法によって６Åエッチ

ング後の表面について測定された」と訂正された。乙１〕，このような経緯に照らし

ても，表層部と６Åエッチング後の表面で測定された弗素濃度の大小が，ステンレ

ス鋼の構成を限定するものであることは明らかである。）。 

 したがって，これと異なる原告の主張を採用することはできない。 

(ｲ) また，原告は，甲１発明の含弗素・酸素系皮膜層の表層部から６Åエッチン

グした後の表面の方が弗素濃度が高くなっていることを証する再現実験も行ってい

ない。 

そして，前記(1)イによれば，本件特許発明１の実施例３～５は，電気分解の具体

的な条件として，電解液として，硫酸ソーダ１５％に，クエン酸を５％，弗化ナト
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リウムを０．５％添加した水溶液を用い，処理すべきＳＵＳ３０４の２Ｂ材を，直

流１５Ｖの陽極側に接続するか，直流１５Ｖに交流１７Ｖを重ね合せた交直重乗電

流の陽極側に接続するか，交流１７Ｖの一極側に接続し，黒鉛を対極として，電解

液中で３分間通電するものとし，このような条件で形成された「含弗素乃至含弗素・

酸素系被膜層」が，「表層部に比べてＸ線光電子分析ＥＳＣＡ法によって６Åエッチ

ング後の表面について測定された弗素濃度が高くなった」ことが示されている。 

一方，甲１発明の電気分解の条件は，上記(2)イ(ｱ)のとおり，本件特許発明１の

上記実施例の電気分解の条件とは，電解液の成分組成，電解電位，電解時間の点で

異なるものであるところ，甲１発明で用いる試験溶液のｐＨを，それぞれ１．８，

８．６，１３．２に変えた場合の各実験結果や，同一ｐＨの実験内で電解電位（Ｖ）

を変えた場合の各実験結果によれば，不働態皮膜における弗素の侵入の有無及び程

度や皮膜厚さは，電気分解の条件（電解液のｐＨ，電解電位等）によって変化する

ものであると認められる（例えば，上記(2)イ(ｴ)③のとおり，ｐＨ１３．２の試験

溶液での実験においては，弗素は不働態皮膜内に全く認められない。）。そうすると，

弗素化合物を含む水溶液で電気分解することにより，弗素を含む不働態皮膜が形成

されれば，電解分解の条件にかかわらず，その不働態皮膜内において必ず「表層部

に比べてＸ線光電子分析ＥＳＣＡ法によって６Åエッチング後の表面について測定

された弗素濃度が高くなる」という弗素濃度（弗素の深さ方向の分布）となるとは

認められず，「弗素化合物を含む水溶液で電気分解することにより弗素を含む不働態

皮膜が形成された」という点で共通しているからといって，甲１発明の不働態皮膜

内の弗素濃度（弗素の深さ方向の分布）が本件特許発明１の構成と同一であると認

めることはできない。 

(ｳ) したがって，原告の主張は，採用することができない。 

 ２ 取消事由２（本件特許発明２についての判断の誤り）について 

 本件特許発明１についての原告の主張が理由がないことは上記１のとおりである

から，同様の理由により，本件特許発明２についての原告の主張も理由がない。 
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３ 結論 

以上のとおり，原告の各取消事由の主張にはいずれも理由がなく，原告の本件請

求は理由がないから，これを棄却することとして，主文のとおり判決する。 

    知的財産高等裁判所第１部 

 

 

         裁判長裁判官   設   樂      一 

 

 

            裁判官   大   寄   麻   代 

 

 

            裁判官   平   田   晃   史 
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（別紙１） 

        本件明細書の表２ 
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（別紙２）  

             甲１の図５－２４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


